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33-2	 一般会計歳出予算の推移　General accounts in Japan

33．日本の財政　Central government finance in Japan

33-1	 一般会計、特別会計、政府関係機関及び財政投融資の推移 

Budget by type of account in Japan
（単位： 億円  100 million yen）

う ち 重 複 額

差 引 純 計 額

注） 各年度とも当初予算である。

資料： 財務省「財政金融統計月報」、「財政投融資計画」

33-2　一般会計歳出予算の推移　 General  Accounts in Japan

（単位： 億円  100 million yen）

注） 各年度とも当初予算である。

資料： 財務省「財政金融統計月報」
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地 方 交 付 税 交 付 金

恩 給 関 係 費

一 般 会 計

一 般 歳 出

17（'05） 18（'06）
区分  

19（'07） 23（'11）

23（'11）

計

17（'05） 18（'06） 21（'09）

特 別 会 計

政 府 関 係 機 関

年度  
21（'09）

合 計

（　 科　 学　 技　 術　 振　 興　 費　）

財 政 投 融 資

年度  

区分  

決 算 不 足 補 て ん 繰 戻

エ ネ ル ギ ー 対 策 費

社 会 保 障 関 係 費

予 備 費
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19（'07）16（'04）

防 衛 関 係 費

地 方 特 例 交 付 金

16（'04）

そ の 他 の 事 項 経 費

緊 急 経 済 対 応 予 備 費

食 料 安 定 供 給 関 係 費

中 小 企 業 対 策 費

経 済 協 力 費

文 教 及 び 科 学 振 興 費

24（'12）

24（'12）

22（'10）

22（'10）

経済危機対応・地域 活性 化予 備費

20（'08）

公 共 事 業 関 係 費

国 債 費

改革推進公共投資事業償還時補助等

産 業 投 資 特 別 会 計 へ 繰 入

（単位： 億円  100 million yen）
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差 引 純 計 額
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恩 給 関 係 費

一 般 会 計

一 般 歳 出

17（'05） 18（'06）
区分  

19（'07） 23（'11）

23（'11）

計

17（'05） 18（'06） 21（'09）

特 別 会 計

政 府 関 係 機 関
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34．日本の研究費デフレータ　R&D deflators in Japan

 [ 平成22年度 （FY2010）＝100 ]

企　業　等 非営利団体・公的機関 大　 学　 等 全　　　 体
Business

enterprises
Non-profit  institutions  and

public  organizations
Universities
and  colleges

Total

56('81) 86.9 86.9 78.1 84.6

57('82) 89.5 89.4 81.1 87.3

58('83) 90.7 90.6 82.9 88.7

59('84) 93.1 92.9 85.7 91.4

60('85) 94.3 94.2 87.8 92.9

61('86) 91.7 92.5 87.9 91.0

62('87) 92.2 93.1 89.1 91.7

63('88) 94.2 95.3 92.2 93.9

元('89) 98.2 99.6 96.6 98.1

２('90) 101.1 103.1 100.2 101.2

３('91) 102.7 104.8 102.9 103.0

４('92) 103.0 105.2 104.0 103.4

５('93) 102.5 104.8 104.6 103.2

６('94) 103.0 105.2 105.9 103.9

７('95) 103.3 105.5 106.8 104.3

８('96) 104.5 106.4 108.5 105.5

９('97) 105.5 107.3 109.4 106.5

10('98) 103.4 105.4 107.4 104.4

11('99) 102.2 104.0 106.2 103.2

12('00) 102.7 103.8 106.4 103.5

13('01) 100.8 101.8 104.7 101.7

14('02) 99.0 99.9 102.2 99.7

15('03) 98.4 99.1 101.6 99.1

16('04) 99.0 99.6 101.5 99.5

17('05) 101.1 101.3 102.8 101.4

18('06) 102.9 102.7 103.8 103.1

19('07) 103.8 103.5 103.9 103.8

20('08) 104.1 104.0 103.3 104.0

21('09) 99.1 99.6 99.2 99.2

22('10) 100.0 100.0 100.0 100.0

23('11) 100.5 100.4 100.1 100.4

24('12) 99.8 99.3 99.3 99.7

注） １. 算出方法

○○各デフレータの算出は，企業等，非営利団体・公的機関，大学等のそれぞれについて，人件費や原材

○料費などの費目ごとに対応する基礎となる指数を用い，それに各基準年度（基準年度は５年ごとに改定，

○現在は平成22年度基準）のウェイト（費目別研究費）を乗じて加重平均する方法による。

【デフレータ算出の基礎として用いた指数】

　 ①人 件 費：全産業の賃金指数（厚生労働省）

　 ②原材料費：国内需要生産財の原材料の企業物価指数（日本銀行）

　 ③土　　地：全国市街地（総合）の毎年９月の指数（日本不動産研究所「全国市街地価格指数」）

　 ④建　　物：非住宅の建設工事費デフレータ（国土交通省）

　 ⑤国内・輸入・輸出の平均指数の一般機器，電気機器，輸送用機器，精密機器の加重平均値の企業

　 ⑤物価指数（日本銀行）

　 ⑥その他の費目:持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合指数（総務省統計局「消費者物価指数」）

1年度
1FY

組織1
Organiz-1

ation1

人文・社会科学を含む全体

Natural  &  social  sciences
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34．日本の研究費デフレータ

R&D deflators in Japan

企　業　等 非営利団体・公的機関 大　 学　 等 全　　　 体
Business

enterprises
Non-profit  institutions  and

public  organizations
Universities
and  colleges

Total

86.9 87.6 81.2 86.0

89.5 90.1 84.1 88.7

90.7 91.2 85.7 89.9

93.1 93.4 88.4 92.4

94.3 94.6 90.3 93.8

91.7 92.8 89.9 91.6

92.2 93.5 90.9 92.2

94.2 95.7 93.7 94.3

98.2 99.9 97.9 98.4

101.1 103.4 101.3 101.4

102.7 105.1 103.8 103.1

103.0 105.4 104.6 103.5

102.5 105.0 104.9 103.1

103.0 105.4 106.0 103.7

103.3 105.6 106.8 104.1

104.5 106.6 108.3 105.3

105.5 107.4 109.1 106.2

103.4 105.4 107.0 104.1

102.2 104.1 105.6 103.0

102.7 103.8 105.8 103.2

100.8 101.8 104.0 101.3

99.0 99.9 101.6 99.4

98.4 99.1 101.0 98.8

99.0 99.6 101.0 99.3

101.1 101.3 102.5 101.3

102.9 102.7 103.7 103.0

103.8 103.5 104.0 103.8

104.1 104.1 103.6 104.1

99.1 99.6 99.3 99.2

100.0 100.0 100.0 100.0

100.5 100.4 100.2 100.4

99.8 99.3 99.3 99.7

○○全体デフレータの算出は，以下の手順で行った（インプリシットデフレータ）。

　 ①会社等，研究機関，大学等の各デフレータを用いて，それぞれの実質研究費を算出する。

　 ②これを合算し，全体の実質研究費を得る。

　 ③全体の実質研究費から逆算し，全体のデフレータを算出する。

注） ２. 平成13年度から調査対象区分が変更されたため、平成12年度までの非営利団体・公的機関

注） １. は、研究機関の数値を使用している。

資料： 総務省統計局調べ

Natural  sciences  and  engineering

自　　　　然　　　　科　　　　学

附
属
資
料
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35．主要国等のGDP（国内総生産）デフレータ　GDP deflators in selected countries

国，地域
Country， 日　　本 米　　国 ド イ ツ フランス 英　　国 中国 韓国 ロシア

年

注） 中国の2012年と2013年の値と、その他の国（EU-15・EU-28は除く）の2013年の値はOECDによる推計値である。

資料： EU：Eurostat database

資料： その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2013/2.
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36．主要国等の通貨の円換算率

Exchange rates for selected countries

36．主要国等の通貨の円換算率　Exchange rates for selected countries

36-1	 IMF 為替レート　IMF exchange rates to Yen for selected countries

米　　国 ド イ ツ フランス 英　　国 欧州連合 中　　国 韓　　国 ロシア インド

円/ﾄﾞﾙ 円/ﾕｰﾛ 円/ﾕｰﾛ 円/ﾎﾟﾝﾄﾞ 円/ﾕｰﾛ 円 / 元 円/ｳｫﾝ 円/ﾙｰﾌﾞﾙ 円/ﾙﾋﾟｰ

年

注） １. ユーロは1998年以前はエキュである。

注） ２. 1998年までのドイツの通貨はマルク、フランスはフランの為替レートである。

資料： IMF「International Financial Statistics Yearbook」

国，地域
Country，

附
属
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36-2	 購買力平価による円換算率　Purchasing power parities to Yen for selected 

countries

米　　国 ド イ ツ フランス 英　　国 中国 韓国 ロシア

円／ﾄﾞﾙ 円／ﾕｰﾛ 円／ﾕｰﾛ 円／ポンド 円／ﾕｰﾛ 円／ﾕｰﾛ 円／元 円／ウォン 円／ﾙｰﾌﾞﾙ

年

注） 2014年の値はOECDによる推計値である。

資料： EU以外:　OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2013/2.　EU： Eurostat.

国，地域
Country，


